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ブロックチェーン
によるIoT-NW形成

KDDI総合研究所
シンクタンク部門

事業環境リサーチ 沖賢太郎

トークンインセンティブを使ったNW形成

注：ここでのNW（ネットワーク）とは通信NWに限らない広義のNWを指す

写真：Adobe Stock
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トークンを
使ってNW形成

従来、ネットワーク（NW）を作る

には企業などによる多額かつ長期の投

資が必要であった。ところが、ブロッ

クチェーンのトークンを活かすことで

NWの構築を試みる事例が増えてい

る。ユーザーに特定の機器を購入して

もらい、その機器が取得したデータ、

もしくは機器そのものがNWを形成す

る。その貢献度に応じてユーザーに

トークン（仮想通貨）を報酬として付

与することで参加を促す。これによ

り、ものや情報で構成される様々なタ

イプのNWがスピーディに形成され、

それらはデータ利活用の基盤となる。

巨額な資金も必要ない。この新しい

NW形成とビジネスモデルをまとめ、

今後の展望を考える。

注：ここでのNW（ネットワーク）とは通信NWに限らない広義のNWを指す

写真：Adobe Stock
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共通フレーム
トークンインセンティブを活かして自律分散型ネットワークを形成する動きが増えている

注：図は典型例。今回取り上げる全てのサービスがこの図を満たしているわけではない。
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P 4 仏PlanetWatch〜大気汚染マップ

P 6 米Helium〜通信NW

P10米Constellation〜人流マップ

P11米Hivemapper〜最新道路マップ

P13米SuperLocal〜店のマップ

データ販売



エアモニター
販売
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大気汚染マップ〜仏PlanetWatch 
エアモニターが大気汚染マップを形成、ユーザーはデータ提供でトークン獲得

• ユーザーに空気の質を計測するエアモニ

ターを販売（549ユーロ〜）。ユーザー

はそれを自宅などに設置。取得データが

集まり大気汚染マップができる。

• 計測するのはPM2.5、NO2、COなど。

• ユーザーはデータ提供により独自暗号資

産PLANETSにて報酬を得る(※1)。報酬

額を決めるのはモニター種類、場所な

ど。1日の報酬上限は166PLANET。

• 企業にもデータを販売。

• 世界で9万台のモニターが稼働。伊ミラ

ノ市・ターラント市と実証実験を実施。

• これまでに1260万ドルを調達。

• CERN(※2)からスピンアウトした会社。

※1 参考価格1PLANETS＝ 0.0061 USD（2022.08.15） データを提供し報酬を得るにはライセンス購入が必要。価格はモニター種類により異なる。
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※2  欧州原子核機構
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PlanetWatchが形成する大気汚染マップ （英ロンドン）
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通信NW〜米Helium
自宅Hotspotを開放し通信NWを形成、ユーザーはNW貢献度に応じてトークン獲得

• ユーザーにLoRa/5G Hotspotを販売。

ユーザーはそれを自宅・職場に設置し開

放、通信NWを形成。

• 企業などが通信NWを有料で利用。トラ

フィック量に応じてHotspotオーナーは

独自暗号資産HNTにて報酬を得る(※1)。

• 現在世界91万ホットスポットが稼働。

• Hotspotの価格は200、300ドル〜。複数

のサードパーティベンダーと提携。

• これまでに3.6億ドルを調達。

• 米Dishが5G網の補完のためにHeliumの

5G網（CBRS帯）と提携。

• Helium創設者は米Napsterの共同創設者

Shawn Fanning。

※1 参考価格1HNT＝8.35USD（2022.08.15）
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ユーザー
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：トークン
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Heliumが形成する通信NW （米カリフォルニア州サンフランシスコ）



Helium
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Heliumの問題点

❶ NWタダ乗り問題
Heliumのモデルは各ユーザーの自宅の固定インター

ネットを使うため、固定通信事業者のサービスを又貸

しすることになる（下図）。ビジネス的にグレー。

❷ユーザーがほとんど儲からなくなった
初期は月数百ドルの儲けが期待できたが、現在はSF市

街地でも30日で1〜2ドル程度の儲け。儲けが少なく

なった主な理由は、参加者の増加と暗号通貨の暴落。

固定BB事業者 タダ乗り

提供
区分

NW
構成
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Helium、NWタダ乗り問題には言葉を濁す

Q. If I connect the Hotspot to my Wifi, am I

breaking the terms of service with my Internet

provider?

A. The Helium Network is not in the position or

business of giving legal advice. In general, users

should check the terms with individual providers

and comply with applicable law.

Q. Hotspotを自宅のWifiに接続するとインターネット

サービスプロバイダーの利用規約に違反しないか？

A. Heliumは法的なアドバイスをするような立場にな

い。一般的には、ユーザーは利用規約を確認し、適

用法に従うべきである。

出所）Helium
https://docs.helium.com/faq/helium-network/

ホームページのFAQでは明言せず、一般論の記載にとどめている



人感センサー
販売

10

人流マップ〜米Constellation
人感センサーが人流マップを形成、ユーザーはデータ提供でトークン取得

• ユーザーに人感センサーを販売（5,500

ドル）。ユーザーはそれを屋内外の人流

がある場所に設置。センサーが人流を常

時カウント。専用ソフトから設置場所の

人流解析も可能。

• 主なユーザーは法人。小売店、ビル管理

会社、病院など。

• データの共有の対価としてユーザーは独

自暗号資産DAGにて報酬を得る(※1)。

• 得られる参考報酬額は1,667DAG/月（約

167ドル/月）

• 企業・団体へのデータ販売も予定(❻)。

• 2022年後半にサービス開始予定。

※1 参考価格1DAG＝0.1USD（2022.08.15）

ユーザー

人流マップを形成

データ集約
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企業
Constellation

人感センサーを
設置しデータ取得

人感センサー
「Dôr Traffic Miner」

：トークン
（仮想通貨）

トークン付与
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最新道路マップ〜米Hivemapper
ドライブレコーダーが最新のマップを形成、ユーザーはデータ提供でトークン獲得

• ユーザーにドライブレコーダーを販売

（549ドル〜）。ユーザーはそれを車に

設置、運転時の映像を保存。アプリ経由

で集まったデータが最新マップを形成。

• 既存マップサービスの課題は、寡占によ

る料金高止まり、情報の古さ。

• 最新マップデータのAPIを法人・個人に

販売。

• 提供データ量に応じてユーザーは暗号資

産HONEYにて報酬を得る。

• 稼働台数は非公開。

• これまでに2100万ドルを調達。

ドライブレコー
ダー販売

ユーザー

最新マップを形成

利用料金

データ集約

データ販売
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Hivemapper

車にドライブレコー
ダーを設置し運転

：トークン
（仮想通貨）
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リアルタイム交通情報マップ〜Hivemapper

Hivemapperが形成する最新道路マップ（米カリフォルニア州サンタモニカ）
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店のマップ作り〜米SuperLocal
街中の店にてチェックインと投稿でトークンゲット、投稿が街のマップとなる

• ユーザーは街中の店を訪問し、写真とコ

メントを投稿。高品質な投稿に対しトー

クンLOCALが付与される。

• SuperLocalが投稿を審査・承認。

• ユーザーはリアル店舗にてトークン提供

で割引を受けられる。

• ユーザーは、提携各店ごとに1点限定の

NFTを早いもの勝ちで入手可能。

• ユーザーがNFTを持つ店で、他人の投稿

が承認されたら、そのユーザーはロイヤ

リ テ ィ ト ー ク ン を 獲 得 。 NFT は

OpenSeaなどで売買可能。売買の度に

10%がSuperLocalに入る。

機器販売なし

ユーザートークン
付与

店

投稿審査・承認

店でチェックイ
ンし、写真とコ
メントを投稿

マップ
掲載

（無料）

2

3
4

1

SuperLocal

街のローカル
マップを形成

ユーザーは店にトークン提供で
割引を受けられる

５
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ユーザーにとっての機器利用価値も重要
トークンと機器利用価値の2つのインセンティブがNWを拡大させる

企業 機器
ユーザー自身の
機器利用価値

PlanetWatch エアモニター 自宅の環境把握

Helium 通信Hotspot 通信利用

Constellation 人感センサー
店舗などの
人流把握

Hivemapper
ドライブレコー

ダー
自家用車のドラレコ

としての利用

トークンイン
センティブ

機器の
利用価値

例えばHivemapperなら、ドラレコはトークンを稼ぐ以
外に、自家用車のドラレコとしても利用価値がある。
NWの拡大（＝参加ユーザーの拡大）には２つのインセ
ンティブが必要。

2つのインセンティブ

2

1
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展望

トークンインセンティブでNWをスピー

ディに構築する。新しいNW形成だ。

今回取り上げたNWのメリットは、低コ

スト・スピーディな構築が可能な点と、地

理情報に紐づいた解像度の高い情報が得ら

れる点だろう。大気、交通、人流、店舗評

価といった情報がまさにそうだ。今後は、

河川や海の水質情報に関するNWなども出

てくるかもしれない。

一方デメリットは信頼性だ。NWを形成

するデバイスがユーザー管理となるため、

企業が管理するNWよりも信頼性は落ち

る。ゆえに緊急サービスや厳密なリアルタ

イム性が必要なサービスには向かない。

これら特性を踏まえ今後はどのような展

開があるだろうか。例えば、予算が限定的

な自治体へのソリューションとしての使い

方が考えられる。場所に紐づく様々な情報

はまちづくりやスマートシティへの展開に

おいて有用となり得る。

課題となるのは持続性の確保だろう。

トークンインセンティブでユーザーを集め

るなら、そのトークンの暴落や暴騰のリス

クを抑え、エコシステムの安定化が不可欠

となる。例えばユーザーの稼ぐペースを制

限するなどの投機性の抑制。また、実態の

あるモノやコトに紐付けるなどしてトーク

ンの価値を担保していくことも重要になる

だろう。参加し続けたくなる環境・仕組み

を作りが鍵となる。

写真：Adobe Stock
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本レポートへのお問い合わせは以下よりお願い致します。
https://www.kddi-research.jp/inquiry.html
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